
 

＜経済解析室ニュース＞ 平成２９年４月２１日 

平成２９年２月の第３次産業活動指数は、前月比０.２％上昇と３か月ぶりの前

月比上昇。全体的に良い状態というより、ピンポイントでの上昇が目立つ。対

個人サービスが、サービス産業上昇の主役に。 

 

 

平成２９年２月の第３次産業活動指数総合は、季節調整済指数１０４.１、前

月比０.２％上昇と、３か月ぶりの前月比上昇となりました。昨年６月の指数値

が１０３.９となってから、１０４を挟んでの狭いレンジの動きが引き続き続い

ています。 

 

 

 

 

 平成２９年２月の第３次産業活動指数は、３か月ぶりの前月比上昇となりま

したが、１１大分類業種のうち、４業種が前月比上昇、６業種が前月比低下、「医

療，福祉」は前月比横ばいでした。全体として前月比上昇を確保した割には、

上昇業種の数が少ないという印象です。 

 上昇方向への影響度合い(寄与)では、主に投資向けの技術サービス業が良かっ

た事業者向け関連サービス、耐久消費財の動きは鈍かったのですが、季節商品

や春物衣料が良かった小売業が押し上げ役でした。他方、企業向けの情報サー

ビス業が悪かった情報通信業や建築材料が悪かった卸売業が、主な押し下げ業

種となっていました。 

 ２月の前月比上昇はピンポイントでの上昇が、全体を押し上げる結果となっ

ています。 

 

 

 

 

 ２月は、対個人サービス活動指数は、指数値１０５.４、前月比０.５％上昇と

２か月連続の前月比上昇でした。ただ、「２か月連続上昇」ですが、その前の平

成２８年第４四半期の３か月間は横ばいが続いており、さらにその前の同年９

月は前月比０.２％の上昇でした。つまり、昨年９月から半年間、実は対個人サ

ービス活動指数は、前月比マイナスがない状態にあるということになります。

消費不振が言われるなか、意外な指数推移となっています。 

他方、２月の対事業所サービス活動指数は、指数値１０２.４、前月比マイナ

ピンポイントの上昇が全体を押し上げた２月 

平成２９年は、対個人向けサービスが主役に？ 



 

ス０.３％低下と３か月連続の前月比低下となりました。この１０２.４という指

数レベルは、平成２８年３月の１０２.２に次ぐ低いレベルに落ち込んでいます。

四半期指数でみても、昨年第１四半期の指数が１０２.４であり、丁度一年前の

指数水準に「戻っている」ことになります。 

うるう年効果があるとはいえ、前年同月比も２３か月ぶりにマイナスとなり、

グラフの形状からも一目瞭然、対事業所サービスの動きはこれまでとは異なる

ものとなっています。昨年末までの対事業所サービスは、消費税率引上げ後の

大きな落ち込みからの回復過程にありましたが、今年に入って下げ基調となっ

ていると言えるかと思います。 

 

 

 

 

 平成２９年２月に入っても、第３次産業活動指数の狭いレンジでの動きは続

いています。ただ、その内訳の動きをみると、サービス産業の先導役が、対事

業所サービスから、対個人サービスへのバトンタッチがみられ、昨年までとは

異なる動きが出てきています。 

主役の交代はありつつも、指数レベルが「なぎ」である状態が続いているこ

とから、２月の第３次産業活動の基調判断については、「横ばい」で据え置きた

いと思います。 

 

 

結果概要のページ 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result-1.html 

 

参考図表集 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result/reference/slide/result-sanzi-s

anko-201702.html 

 

『就職にも使える！ 第３次産業活動指数』（マンガ） 

http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikaisetsu/slide/20160405i

ta_manga2016.html 

 

 

 

 

基調判断は、「横ばい」を維持 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result-1.html
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result/reference/slide/result-sanzi-sanko-201702.html
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result/reference/slide/result-sanzi-sanko-201702.html
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikaisetsu/slide/20160405ita_manga2016.html
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikaisetsu/slide/20160405ita_manga2016.html


 

○問合せ先 

経済産業省 大臣官房 調査統計グループ 経済解析室 

電話 : 03-3501-1511（代表）（内線 2854）、03-3501-1644（直通） 

FAX : 03-3501-7775 
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